
 
「図表でみる教育：OECD インディケータ」は、世界の教育の状況に関する適正かつ確かな情報源であり、

OECD 加盟35ヶ国及びパートナー諸国における教育制度の構造、財政及び成果に関するデータを提供するも

のである。  

日本 
• 近年、日本の在学者 1 人当たり公財政支出・私費負担は、概ね増加している。しかしながら、対 GDP

比でみると OECD 平均を下回る。多くの OECD 加盟国とは異なり、日本の場合、就学前及び高等教育に

おいて私費負担割合が特に多く、家計に重い負担が生じている。 
• すべての教育段階で教育機会が十分に確保されている。就学前教育の在学率は高く、また高等教育の初

回進学率及び卒業率も高い。  
• 日本の教員は大規模学級を運営し、法定勤務時間は OECD 平均を上回る。  
• OECD 加盟国の一般的傾向に反し、日本の高等教育では、男性の方が上級課程に進む傾向がより強い。

工学・製造・建築、自然科学、社会科学、商学・法学の 3 分野では、女性修了者の割合が特に低い。就

業率及び所得水準における男女格差は、他の OECD 加盟国に比べ極めて大きい。 
図 1：在学者１人当たりの使途別年間教育支出額（2013 年） 

購買力平価による米ドル換算額、フルタイム換算、初等教育から高等教育 
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質の高い教育には健全な教育財政が必要である 
• 2010 年から 2013 年にかけて、初等から高等教育の教育機関に対する支出（公財政支出及び

私費負担）の対 GDP 比は 4.5％であり、OECD 平均約 5.2％を下回ったままであった。初等・

中等・高等教育以外の中等後教育機関に対する支出（公財政支出及び私費負担）の対 GDP 比

は、約 2.9%と、近年では OECD 平均より約 0.7 パーセントポイント低い状態にあるが、高等

教育機関への支出は対 GDP 比約 1.6%であり、OECD 平均に近くなっている。総教育支出に占

める資本的支出の割合は、多くの OECD 加盟国よりも高くなっている（OECD 平均 8%に対し

、14%）。  
• しかしながら近年、在学者１人当たり公財政支出・私費負担額は概ね増加している。2013 年

時点で、初等から高等教育段階までの教育機関に対する支出（公財政支出及び私費負担）は、

在学者 1 人当たり 11,309 米ドル 1であり、OECD平均 10,493 米ドルを上回った 2。日本の在学

者１人当たり公財政支出・私費負担額は、すべての教育段階でOECD平均を上回っている。 
• 多くの OECD 加盟国とは異なり、日本では教育機関に対する支出の多くが私費負担で賄われる

。初等から高等教育段階までの教育支出に占める私費負担の割合は、日本の場合 28%である

が、OECD 平均はそれよりはるかに低い（16%）。しかしながらこの数値は、教育段階間に存

在する極めて不均衡な私費負担割合を明らかにしていない（図 2）。初等・中等・高等教育以

外の中等後教育では、日本の私費負担の割合は OECD 平均 9%よりも若干低く、7%となってい

る。 

図 2：教育機関に対する支出の私費負担割合（2013 年） 

 

 
 
 
                                                           
1 購買力平価（PPP）による米ドル換算額。 
2 ここでの公財政支出額には分類不可のプログラムに対するものを含まない。 
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• 私的財源は、高等教育段階で特に重要であり、同段階での総教育支出のうち私費負担で賄われ

る割合は 65%に達する。これは OECD 平均 30%の 2 倍以上である。日本は、高等教育段階で

の授業料が OECD 加盟国の中で最も高い国の一つであり、特に私立教育機関に在学する者が支

払う授業料が高い。さらに、高等教育機関に対する教育支出の 51%は家計負担によるもので

ある（OECD 平均 21%を大きく上回る）。このことは学生及びその家族に非常に重い経済的負

担を生じさせる。日本では、過去 10 年で、公的貸与補助を受ける高等教育機関の学生数は

50%余り増加している。それにもかかわらず、学生支援制度の整備が十分でないために、貸与

補助を受ける学生の割合は、同程度の授業料を徴収する国に比べ依然として低い。日本は、高

等教育機関に対する在学者 1 人当たり年間公財政支出が少なく、6,855 米ドルである。OECD
平均は日本よりも 40%以上高く、9,719 米ドルである。  

質の高い幼児教育の保証が子どもの将来を変える 
• 日本では、幼児教育を受けさせることが義務でないにもかかわらず、就学前教育の在学率が高

い。2014 年時点で、3 歳児の 81%、4 歳児並びに 5 歳児の 96%が就学前教育を受けており、

これは OECD 平均を大きく上回る（3 歳児の 71%、4 歳児の 86%、5 歳児の 95%)。就学前教

育で独立私立機関及び公営私立機関に在学する子どもの割合は、OECD 平均はわずか 32%であ

るが、日本は 73%である。日本の場合、就学前教育で国公立教育機関に在学する子どもは少

数である。 
• 日本は、幼児教育に対する教育支出（公財政支出及び私費負担）が少ない。子ども 1 人当たり

年間教育支出は 6,247 米ドルであり、幼児教育機関に対する総支出の対 GDP 比はわずか 0.2%
と、OECD 加盟諸国で最も低い割合の一つとなっている。OECD 平均は日本を大幅に上回り、 
8,618 米ドル、対 GDP 比は 0.8%である。 

 

図 3：幼児教育機関に対する教育支出（2013 年） 
対 GDP 比、カテゴリー別 
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• 大部分の国とは異なり、日本は就学前教育段階の教育支出で私的財源の占める割合が最も高い

。総支出に占める公的財源の割合は 44%であり、これは OECD 加盟国でも最も低い割合の一

つである（OECD 平均 83%を大きく下回る）。このため、日本の場合、子ども 1 人当たりの教

育支出額が少ないとは言っても、公的資金の投入が低水準であることを考えると家計負担は重

い。   

高等教育が労働市場に与える影響は大きい 
• 日本の生産年齢人口（25～64 歳）のおよそ半数は高等教育修了者であり（OECD 平均 35％を

上回る）、この割合は、2005 年以降 10 パーセントポイント増加している。現在の卒業パター

ンを踏まえると、日本では現在の若者の 71%が少なくとも生涯に 1 度は高等教育を修了する

ことが見込まれている。これは、データのある OECD 加盟国の中で 3 番目に高い割合である（

OECD 平均は 49%）。  
• 大半の若者（80%）が高等教育段階に進み、そのほとんどが高等教育修了資格を取得し卒業す

ることが見込まれている。ほぼ半数（45%）の若者が、その生涯において学士課程を修了し（

OECD 平均は 38%）、また短期高等教育課程を修了すると見込まれる割合（24%）は、OECD
平均を上回る（OECD 平均は 11%）。いずれの課程でも修了率は高く、女性において特に高い

。しかし、他の OECD 加盟国に比べ、上級学位課程を修了する者は比較的少数であると見込ま

れる。修士課程修了予定者の割合はわずか 8%であり（OECD 平均は 18%）、博士課程修了予

定者の割合は、1.2%である（OECD 平均は 1.7%）。  
• 他の OECD 加盟国に比べ日本の高等教育在学者における留学状況は低迷している。2014 年時

点では、OECD 加盟国平均 1.6%に対し、海外で学ぶ日本人学生の割合はわずか 0.9%であった

。修士・博士（または同等の）課程では、日本人学生の 38.5%が米国に留学し、次に英国（

17.4%）、ドイツ（13.7%）、フランス（6.1%）、オーストラリア（6.0%）、韓国（3.7%）、

カナダ（2.7%）が続いた。日本の高等教育機関の全学生に占める留学生の割合は、2013 年か

ら 2014 年の間に 2%減少し、3%となった。これは OECD 平均 6%の半分である。大部分の留

学生は、中国、インドネシア、韓国といった近隣諸国から来ている。他の大半の国々と同様、

全学生に占める留学生の割合は、最上級課程が格段に高かった。博士（または同等の）課程で

19%（OECD 平均は 27%）、修士（または同等の）課程で 8%（OECD 平均は 12%）、学士課

程では 2.5%（OECD 平均は 4.9%）であった。  

給与、学校環境、勤務時間、すべてが教員の去就を決する 
• 全教員に占める女性教員の平均割合は、OECD 加盟国の中で日本が最も低く、48%である。就

学前教育段階では教員の 97%が女性であるにもかかわらず（OECD 平均も同様である）、教育

段階が進むと、その割合は OECD 平均を大きく下回る。OECD 加盟国の状況とは逆に、日本で

は中等教育段階で女性よりも男性教員の割合が高く、また高等教育段階での女性教員の割合が

低い。日本は、前期中等教育（OECD 平均 68%に対し 42%）、後期中等教育（OECD 平均

58%に対し 30%）、高等教育（OECD 平均 43%に対し、27%）において、女性教員の割合が

OECD 加盟国の中で最も低い。 
• 日本の初等及び前期中等教育の学級規模は、OECD 加盟国の中でも最大規模の一つである。

2014 年時点で、初等教育段階の平均学級規模は 1 クラス当たり 27 人であり、これは OECD
加盟国の中で 2 番目に多かった（OECD 平均は 1 クラス当たり 21 人）。前期中等教育段階の

平均学級規模は 32 人であり、OECD 加盟国の中で最も多かった（OECD 平均は 1 クラス当た

り 23 人）。 
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• 日本は、教員の総法定勤務時間数が OECD 加盟国の中で最も長い国の一つである。国公立学校

の教員の法定勤務時間数は、就学前教育から後期中等教育の教育段階すべてで、年間 1891 時

間となる（OECD 平均は、就学前教育段階で 1577 時間、初等教育段階で 1585 時間、前期中

等教育段階で 1609 時間、後期中等教育段階の普通プログラムで 1588 時間）。  
• しかしながら、近年の時間数増加にもかかわらず、日本の授業時間は OECD 加盟国の中でも依

然として短い方である。2000 年から 2014 年の間に、授業時間数は初等教育段階でほぼ 17%
（107 時間）増加し、年間 742 時間に達した（OECD 平均は年間 776 時間）。同様の期間に、

前期中等教育の教員に求められる授業時間数は 10%（54 時間）増加し 611 時間となったが、

これは依然 OECD 加盟国の平均 694 時間を下回る。後期中等教育段階では、同期間の授業時

間増が OECD 加盟国中で最大であり、7%（35 時間）増加した。しかし、増加後の授業時間数

513 時間もなお、OECD 平均 644 時間を大きく下回る。  
• 教員の勤務時間と日数が比較的長いことを考えれば、このことは、日本は法定勤務時間に占め

る授業時間の割合が小さいことを示している。法定勤務時間に占める授業時間の割合は、前期

中等教育段階で、データのある加盟国の平均は45%である。これに対し日本は32%となってい

る。教員の勤務日数は他国よりも多いことから、日本の場合、教員の1日当たりの授業時間が

極めて少ないと言える。このことは、日本では授業の準備、添削、教育相談、 課外活動、事

務業務、生徒指導、職員会議などの授業以外の活動に非常に多くの時間が費やされていること

を示している。 
 

図 4：前期中等教育の教員の勤続年数と教員給与（2014 年） 
国公立教育機関における教員の年間法定給与（購買力平価による米ドル換算額） 
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• 日本では近年、教員の法定給与が下がっている。初等及び中等教育における勤続15年の教員給

与は、2005年から2014年の間に7%下がった。これに対して、OECD加盟国では平均して初等

教育段階で4%、前期中等教育段階で3%、後期中等教育段階で1%、教員給与は上昇している

。しかし、生徒1人当たりの教員給与支出については、日本はOECD平均を若干上回る（初等教

育段階では、OECD平均2,832米ドルに対し2,878米ドル、前期中等教育段階ではOECD平均3,389
米ドルに対し3,552米ドル）。  

• 給与が下がっているとは言え、日本の教員の法定最高給与は OECD 平均を上回る。日本の法定

最高給与は、OECD 平均よりも、初等教育段階では 21%、前期中等教育段階では 16%、後期

中等教育段階では 13%高い。また、初等及び中等教育段階での最高給与の初任給に対する比

率についても、日本は OECD 加盟国の中で最も高い国の一つである。法定最高給与は初任給の

2 倍を超える（OECD 平均では、最高給与は初任給の約 70%増）。このような高い比率は、日

本が最高給与の給与水準が高いだけでなく初任給が OECD 平均に比べ低いこと、また最高給与

に達するまでの期間が比較的長いこと（OECD 平均 25 年に対し、34 年）に起因する。そうは

言っても、初等及び前期中等教育では、勤続 10 年で教員給与は OECD 平均にほぼ等しく、勤

続 15 年では初等・中等教育（後期中等教育も含む）のすべての教員が OECD 平均以上の給与

を得る。教員給与が一定の勤務年数を超えると平均以上に達することは、日本の教員の総法定

勤務時間数が、OECD 加盟国の中でも最長時間の一つであるという事実によって説明され得る。

日本では、初等教育、前期中等教育、後期中等教育の各段階間での給与差は比較的小さい。 
• 日本の校長職は圧倒的に男性によって占められ、また、その年齢も多くの OECD 加盟国より高

い。OECD の「国際教員指導環境調査」によれば、加盟国全体で、平均的に女性の方が学習指

導上のリーダーシップをとることに積極的であるようだ。これは、日本において特に顕著であ

る （OECD, 2016a）。それにもかかわらず、日本は女性校長の割合が OECD 加盟国の中で最も

低い（OECD 平均 45%に対し、わずか 6%）。日本の校長の平均年齢は 57 歳であり、OECD 加

盟国の中でも最も高い年齢の一つである（OECD 平均は 52 歳）。  
• 校長の仕事や役割は、他の OECD 加盟国の校長とは異なるようである。日本の場合、前期中等

教育における校長のリーダーシップは限定的にみえる。例えば、学級内の問題を教員と協力し

て解決したことが、よくある、非常によくあると答えた校長の割合は、加盟国の中で 2 番目に

低い（OECD 平均 62%に対し、33%）。リーダーシップ・統率活動の責任を共有する傾向も他

の加盟国の校長に比べ弱い。職能開発への参加については、参加日数の点では多くの OECD 加

盟国を下回るが、参加率は比較的同等である。  

教育と雇用に男女格差が残る 
• 日本は、後期中等教育の初回卒業率が男女ともに高い（男性では 96%、女性では 98%）一方

、短期高等教育課程を除く高等教育の全課程で、初回卒業者に占める女性の割合が OECD 加盟

国中で最も低い。また、短期高等教育課程における女性修了者の割合（62%）は OECD 平均（

56%）を上回る一方、学士（または同等の）課程における女性修了者の割合は 45%である（

OECD 平均は 58%）。修士（または同等の）課程における女性修了者の割合は 32%に過ぎず

（OECD 平均は 57%）、博士（または同等の）課程では 31%である（OECD 平均は 47%）。 
• 高等教育の専攻分野については、いくつかの分野で明らかな男女差がみられる。工学分野の男

女比について、OECD 平均は男子学生 3 人に対し女子学生がほぼ 1 人という比率であるが、日

本の場合は、男子学生 10 人に対し女子学生 1 人という比率になる。これは OECD 加盟国及び

パートナー諸国の中で最も低い比率である。女性の割合は、自然科学分野でも少なく、男子学

生 3 人に対し女子学生は 1 人未満である。これは OECD 加盟国で 2 番目に低い比率である（

OECD 平均比率はほぼ 0.7）。日本では、社会科学・商学・法学分野で、男子学生の割合が女

子学生よりも高いが、OECD 加盟国の多くでは、女子学生の割合が高い。教育、人文科学・芸
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術、保健・福祉、サービス分野では、他の加盟国同様、日本も女子学生の割合が男子学生より

も高くなっている。しかし日本では、いくつかの分野で男女差が他の加盟国ほど顕著でない。

日本の場合、教育分野における女子学生の対男子学生比は 2.5（OECD 平均は 4.2）であり、保

健・福祉分野では 1.7（OECD 平均は 3.7）である。 
• 日本は、労働市場における男女格差が OECD 加盟国の中で最も大きい国の一つである。25～

64 歳の年齢層で高等教育を修了した女性の就業率は 72%（OECD 平均 80%を下回る）である

が、これは非常に多くの女性が労働市場に参加していないためである。一方で、同様に高等教

育を修了した男性の就業率は 93%（OECD 平均 88%を上回る）である。雇用されても、教育

水準が同じ女性と男性の間で大きな給与格差が見られる。「国際成人力調査（Programme for 
the International Assessment of Adult Competencies, PIAAC）」の一つの成果である OECD の「

成人力調査」によれば、日本の場合、高等教育を修了した男性の収入は、同様の教育を修了し

た女性よりも 60%多く、この差は OECD 加盟国の中で最も大きい。OECD 加盟国・地域での男

女間の給与差平均は約 30%である。   
• これらの格差は、成人教育によって縮小できるかもしれないが、日本では教育・訓練への成人

の参加率が低く、特に女性において低い。2012 年時点で、学校教育や学校教育以外の教育に

参加したことがあると答えた成人の割合は 42%であり、これは OECD の「成人力調査」に参

加した OECD 加盟国・地域の平均 50%を下回る。男性の 48%が教育・訓練を目的とする学習

活動に参加している一方、女性の割合は 35%であり、データのある OECD 加盟国の中で、日

本は成人教育への参加率についての男女格差が最も大きい。  
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本書は、OECD 事務総長の責任のもとで発行されている。本書で表明されている意見や主張は、必ずしも OECD 加盟国

の公式見解を反映するものではない。本書に掲載する文書及び地図は、あらゆる領土の地位や主権を、国際的な境界設

定や国境を、また、あらゆる領土や都市、地域の名称を害するものではない。 

 
イスラエルのデータに関する注記 

イスラエルの統計データは、イスラエル政府関係当局により、その責任の下で提供されている。OECD における当該デ

ータの使用は、ゴラン高原、東エルサレム、及びヨルダン川西岸地区のイスラエル入植地の国際法上の地位を害するも

のではない。 

 
「成人力調査」は「国際成人力調査（Programme for the International Assessment of Adult Competencies, PIAAC)の一つ

の成果である。 
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最新のデータは、 http://dx.doi.org/10.1787/eag-data-en または本書内の各図下にある  で確認のこ

と。 
 

データ及び結果・解説をさらに調べる、比較する、視覚化するには：  
http://gpseducation.oecd.org/CountryProfile?primaryCountry=TUR&treshold=10&topic=EO  
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カントリーノート著者：  
Rie Fujisawa （藤澤理恵） 
Directorate for Education and Skills  
rie.fujisawa@oecd.org  

http://dx.doi.org/10.1787/9789264258341-en
http://dx.doi.org/10.1787/eag-2016-en
http://www.oecd.org/education/education-at-a-glance-19991487.htm
http://dx.doi.org/10.1787/eag-data-en
http://gpseducation.oecd.org/CountryProfile?primaryCountry=TUR&treshold=10&topic=EO
http://gpseducation.oecd.org/
mailto:andreas.schleicher@oecd.org
mailto:rie.fujisawa@oecd.org


日本‐カントリーノート－図表でみる教育：OECD インディケータ 2016 年版 

© OECD 2016   9 

  

 

  



日本‐カントリーノート－図表でみる教育：OECD インディケータ 2016 年版 

10   © OECD 2016 

 

 

 


	質の高い教育には健全な教育財政が必要である
	質の高い幼児教育の保証が子どもの将来を変える

